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土地利用方針の改定作業の進め方（例：北部地域） 

例）４－５ 北部地域 

■北部地域土地利用方針図の検討にあたって 

ステップ１）現行計画の土地利用形態区分をもとに複合地を条件により仕訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ２）現況や将来像に合わせて、個別・即地的に詳細の見直し 

（次頁より）「北部地域」を例に作業の進め方を示す。 

①地域の建物利用現況や将来都市構造による位置づけを確認⇒p.2 

②北部地域土地利用方針図改定の考え方⇒p.3 

③北部地域土地利用方針図改定のイメージ（案）⇒p.5 
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①地域の建物利用現況や将来都市構造による位置づけを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

台東区や地域を特徴づける

商業施設（宿泊施設等）が

集積している。 

集合住宅が集積し、

高層高密の住宅エリ

アを形成している 

住商併用建物が集積

し、商店街等の近隣商

業施設の立地が多く

みられる。 

山や寺、公園等の 

文化資源が集積し、 

地域の文化的エリア 

を担う。 

将来都市構造にて 

拠点の位置づけがある。 

将来都市構造にて 

拠点連携軸に位置づけ 

がある。 

準工業地域ではあるが、住

宅や店舗、公共施設等の立

地が多くなってきている。 
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②北部地域土地利用方針図改定の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隣接地域（隣接区）を含

めた実際の利用状況を

反映し、「一般複合市街

地」に位置づける。 

宿泊施設等の商業施設

の高い集積があるた

め、「商業地」に位置づ

ける。 

新規区分として「近隣商業地」

を設定し、浅草広域総合拠点に

隣接する地域及び、生活利便性

を高める商店街に位置づける。 

今戸神社、待乳山聖天、山谷

堀公園一帯を「公園・緑地・

文化」に位置づけ、観光の拠

点を形成する。 

地域全体の生活利便性の

向上に資する拠点整備を

目指し、「商業地」に位置

づける。 

住居併用工場の立地が他のエリアよ

りも多く見られ、本地域固有の土地利

用として特徴づけるため「作業所・住

宅複合地」の位置づけを踏襲する。 

将来都市構造にて拠点連携軸に

位置づけられている路線周辺

は、「沿道型複合地」位置づけ沿

道整備を推進し、連携軸として

の機能を強化させる。 
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【土地利用区分】 

 

「商業地」 

地域の顔として、高度利用を促進し、多様な商業活動の拠点性を高めることを目指して、大

規模店と商店等が調和した賑わいのある商業中心の土地利用を図る。 

 

「業務地」 

ビジネスゾーンとして、高度利用を促進し、業務活動の拠点性を高めることを目指して、業

務機能を中心とした各種機能の集積・誘導を進める。 

 

「近隣商業地」 

各商店街をはじめとする、店舗との併用住宅が多い地域では、生活と商業活動が密着した土

地利用を図る。 

 

「沿道型複合地」 

  幹線道路沿道等にマンションやオフィス・店舗等が高密度に立地する地域では、背後の街区

の環境に配慮した建て方を誘導するとともに、建物の共同化等により、土地の高度利用を進め、

商業地、業務地を補完する地域として、商業と業務が複合した土地利用を図る。 

 

「一般複合市街地」（アンコ型複合地） 

  幹線道路に囲まれた店舗、事務所、作業所等の併用住宅が広がる地域では、各機能の共存・

調和を図りながら、地域の特徴をつくりだす土地利用を図る。 

 

「作業所・住宅複合地」 

低層部に作業所等を配置する等、職と住機能が共存した土地利用を図る。 

 

「住宅地」 

  道路基盤が整っているが、建物が密集しており、建物の共同化等により、良好な住宅地の形

成を図る。 

 

「低層住宅地」 

  道路整備を進め、路地空間等下町情緒を残しながら、防災性の向上を図り、歴史ある文化に

囲まれた良好な住宅地の形成を進める。 

 

「公園・緑地・文化」 

  歴史や芸術等の文化資源及びみどりの貴重な資源であり、環境や景観にも重要な要素である

公園や寺社等は、これらを維持・保全するとともに、まち中との一体性・連続性を確保する。 
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■北部地域土地利用方針図改定のイメージ（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規区分として「近隣商業地」

を設定し、浅草広域総合拠点に

隣接する地域及び、生活利便性

を高める商店街に位置づける。 

今戸神社、待乳山聖天、山谷

堀公園一帯を「公園・緑地・

文化」に位置づけ、観光の拠

点を形成する。 

住居併用工場の立地が他のエリアよ

りも多く見られ、本地域固有の土地利

用として特徴づけるため「作業所・住

宅複合地」の位置づけを踏襲する。 

隣接地域（隣接区）を含

めた実際の利用状況を

反映し、「一般複合市街

地」に位置づける。 

将来都市構造にて拠点連携軸に

位置づけられている路線周辺

は、「沿道型複合地」位置づけ沿

道整備を推進し、連携軸として

の機能を強化させる。 

宿泊施設等の商業施設

の高い集積があるた

め、「商業地」に位置づ

ける。 
地域全体の生活利便性の

向上に資する拠点整備を

目指し、「商業地」に位置

づける。 
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【再掲：第３回資料】（部門別整備方針）土地利用方針の改定について 

 

 現行計画の土地利用方針は、「土地利用形態」と「建物形態」が組み合わされた複雑な構

成となっている。見直しにあたっては、わかりやすい方針とするため、土地利用形態のみ

で土地利用の大きな方向性を示すこととする。 

 台東区の土地利用は、上野や浅草といった商業に特化したエリアや、谷中・根岸といっ

た住宅が中心といったエリアなどの土地利用の方向性が明確なエリアを除くと、それ以外

は、台東区の歴史的な市街地形成を代表する住・商・工の複合した土地利用となっている。

その複合地については、現行計画では 5 つに細分化されているが、土地利用の方向性をシ

ンプルかつ明確に示すことを考慮し、これらの複合地を下記のように再整理し検討する。 

 建物形態（高さ）については、土地利用区分では細分化せず、別途、地域別方針等にお

いて検討、記述することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地利用形態１０区分 建物形態５区分 

①商業地 

②業務地 

⑥作業所・住宅複合地※ 

⑧住宅地（１） 

⑨住宅地（２） 

⑩公園・緑地 

③商業・業務複合地 

④店舗・住宅複合地 

⑤事務所・住宅複合地 

⑦複合市街地 

①高層地（概ね8階程度以上） 

②中・高層地（概ね５～８階程度） 

③中層地（概ね5階程度） 

④中・低層地（概ね３～５階程度） 

⑤低層地（概ね３階以下） 

（改定アウトプット） 

地域別整備方針 

〇〇地域整備方針図 

に反映 

（改定アウトプット） 

部門別整備方針 

土地利用方針図 

（現行計画） 

部門別整備方針 

土地利用方針図 

複合地について、 

以下の条件で分類 

現況や将来像に合わせて、 

個別・即地的に仕訳 

現行計画 

※作業所・住宅複合地については、

台東区の産業まちづくりなどの観

点から、方向性の明確な土地利用

として、土地利用区分として残す。 

指定容積率600％以上 指定容積率600％未満 

沿道型複合地 

（幹線道路沿道にマンションやオ

フィス・店舗等が高密度に立地） 

一般複合市街地 

（アンコ型複合地） 

土地利用形態×建物形態 

 （用途）  （高さ） 

＝２４区分 
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土地利用方針図の改定方法の検討 

複合地の見直し（改定ベース案）と次段階の詳細見直しの方向性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画の土地利用形態区分をもとに複合地を条件により仕訳し直した区分例 

指定容積率により 

４区分⇒２区分 

に分類 

（※現行計画） （※改定ベース区分案） 

浅草寺からの 

眺望を意識 

する必要性 

近隣商店街 

の取り扱い

方法の検討 

都市計画道路の

見直しに合わせ

た方針の必要性 

広域総合拠点

にふさわしい

方針の必要性 

：重点地区候補 

（フォローアップ調査をもとに作成） 

※地区の境界は仮に設定したものであり、今後の 

まちづくりの検討過程において変更する可能性がある。 

個別のまちづくり

や地区整備の方向

性に合わせて土地

利用の方針を検討 

拠点をつな

ぐ軸として

の性格づけ 

学校跡地活用の

方向性検討にあ

わせて要検証 

(土地利用形態) 
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【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容積率(資料：台東区都市計画図 台東区都市計画課 平成25年度) 

現行都市計画マスタープラン土地利用方針図 


